
 

 

 

１ はじめに 

 

   令和５年４月に高取町大字兵庫地内に所在する本町土地開発公社（以下、「公社」という。）

所有土地中で発見された有害廃棄物について、平成２４年６月に大阪高等裁判所において

成立した和解調書での和解条項に基づき、公社は、当該土地の前の所有者及び関係者（Ａ、

Ｂ商事、Ｃ）に対して、有害廃棄物の撤去等を求める訴状を、令和６年７月１９日付で奈良

地方裁判所（葛城支部）に提出しましたので、お知らせします。 

なお、現時点で住民の健康被害等は役場に報告されていません。 

 

２ 資料配布の目的 

 

   今回の訴訟により、有害廃棄物の埋設の経緯、責任の所在等の事実関係を明らかにし、今

後進める違法状態の解消に向けた取組を町民の皆様にご理解いただくために作成したもの

です。 

 

３ 概要説明（位置関係） 

 

   公社所有土地 大字兵庫４０９－１他１７筆 １７，５５１㎡ （見佐池北側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※上図中の赤点の箇所は、土壌調査を行った地点を示しています。 

 

 

※訴えの提起に関し、詳しくは次ページ参照 

町民のみなさまへ 
高取町大字兵庫地内に所在する本町土地開発公社所有土地中で発見された有害廃棄物に

ついて、高取町土地開発公社は、有害廃棄物の撤去等を求める訴状を令和６年７月１９日に

奈良地方裁判所葛城支部に提出しました。 



４ 経過の概要 

時 期 事 由 

平成７年（1995 年） 

７月６日 

・本件土地に関して、売主 Ａと買主 公社との間で売買契約を締

結（土地引渡し期限 平成７年９月３０日） 

平成１８年（2006 年）

１２月５日 

・公社からＡに対し、土地の引き渡しを申し入れるも、一向に応じ

ないため、公社が本件売買契約を解除する旨の意思表示を行う 

平成１９年（2007 年）

１１月５日 

・公社からＡに対し、本件売買契約解除に基づき支払済みの売買代

金１０億９８００万円の返還を求める訴訟を奈良地方裁判所葛城支

部に提起 

平成２３年（2011 年）

９月３０日 

・奈良地方裁判所葛城支部において、被告Ａに対し、前記請求金額

の原告公社への支払いを命じる請求認容の判決が言い渡される（公

社が全面勝訴） 

平成２３年（2011 年）

１０月６日 

・Ａが大阪高等裁判所に控訴を提起 

平成２４年（2012 年）

６月５日 

・大阪高裁において、両者の間で和解協議が進められ、Ａの費用負

担により、本件各土地上の堆積土砂を平均化し、整地するととも

に、Ａから公社に対し、８０００万円の解決金を支払うことを内容

とした和解が成立 

・本和解条項の第８項に、「整地後、本件土地上又は本件土地中か

ら一般廃棄物又は産業廃棄物が発見されたときは、控訴人（被告 

Ａ）は被控訴人（原告 公社）に対し、直ちに自己の費用と責任に

おいて同廃棄物を撤去し、法令に従って廃棄する。」旨の記載あり 

平成２５年（2013 年） 

１月２３日 

・和解条項第４項に基づき、本件土地の整地が完了 

令和２年（2020 年） 

１０月３０日 

・地元大字より、町及び公社あてに、本件土地中には産業廃棄物や

水質汚染の疑いが有るため、土壌調査及び撤去を求める旨の決議書

が提出される 

令和４年（2022 年） 

９月２２日 

・高取町議会において、本件土地の土壌調査を行う補正予算が成立 

令和５年（2023 年） 

１月２０日～ 

４月２８日 

・専門業者が土壌調査を行った結果、６つの調査地点のうち４地点

で地中７．４ｍ～１１．９ｍのところに廃棄物（プラスチック片、

アルミ片、ガラス片）が発見され、同時に行った土壌分析により、

廃棄物層及び廃棄物混じり土層が分布する地点において、「鉛及び

その化合物（土壌含有量）」と「ふっ素及びその化合物（土壌溶出

量）」が各々の基準値を上回る数値が検出され、加えて、水質分析

結果より、「ふっ素及びその化合物」及び「ほう素及びその化合

物」についても、同様に各々の基準値超過が認められた 

令和６年（2024 年） 

１月～４月 

・Ａ及びＢ商事に対し、和解条項第８項に基づき有害廃棄物撤去を

求める通知書を発送したところ、両者から、請求に応じる責任がな

いとの回答書が返送された 

令和６年（2024 年） 

６月 

・公社理事会において、訴訟の提起を決定 

・高取町議会において、訴訟の提起に係る補正予算が成立 

 

〇問い合わせ 

総務課 ０７４４（５２）３３３４ 


